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第１ 公募目的及び概要 

１ 公募目的 

大田市場関連用地は、平成元年の大田市場開場時に、大田市場の機能を補完するため、市

場関係者への売却・活用を前提として確保した都有地で、東京都（以下「都」という。）で

は、埋立地の開発について定める「東京港における埋立地の開発に関する要綱」及び「令和

６～８年度埋立地開発事業実施計画」において、大田市場の関連用地として開発するための

土地（市場関連施設等用地）と位置付けています。 

大田市場関連用地のうち、青果関係者向けに確保した用地は、開場当初に売却済みです

が、水産関係者向けに確保した用地（以下「本件地」という。）は未売却であり、本要項に

基づき、公募により大田市場関係者に売却予定です。（なお、本公募では、大田市場の課題

解決や活性化に向けて、事業提案を広く募集するため、大田市場関係者であれば水産関係者

以外でも応募可能とします。） 

大田市場は、青果物、水産物、花きを取り扱う国内外から荷が集積する全国拠点型の総合

市場であり、特に青果物と花きは、取扱数量が、施設の計画数量を上回るなど、場内混雑や

狭隘化が大きな課題となっています。また、それ以外にも、いわゆる物流の2024年問題も踏

まえた場内物流の円滑化、品質衛生管理の向上、環境負荷軽減など、大田市場の活性化に向

けては多岐にわたる課題に対応していく必要があります。 

大田市場に隣接した本件地において、民間の技術力、経営力等を活用しながら、大田市場

の機能を補完する施設を整備・運営することにより、こうした課題の解決を図るとともに、

大田市場のさらなる活性化につなげていくため、本件地の売却に向けた公募を実施します。 

 

２ 公募概要 

（１）公募対象施設（「公募対象施設の概要」（Ｐ２）を参照） 

市場関連施設 

（２）立地場所（「案内図・明細図」（Ｐ３２）を参照） 

所在：大田区東海三丁目２０番１及び２ 

地積： ６，０８７．２０㎡ 

（３）事業者の決定 

この公募要項に基づいて事業計画の提案を行った者の中から、都が厳正に審査を行い、市

場関連施設の整備・運営を行う事業者を決定します。 

（４）施設の整備・運営 

決定を受けた事業者は、都と基本協定書及び土地売買契約書を締結のうえ、関係法令等に

基づき、自らの責任において必要な許認可等の手続を行い、市場関連施設の整備・運営を行

います。 

 

３ 公募スケジュール（予定） 

（１）公募要項の公表 令和６年１１月２９日～令和６年１２月２３日 

（２）応募申込書の提出 令和６年１１月２９日～令和６年１２月２３日 

（３）説明会の開催 令和７年１月１４日 

（４）質疑書の受付 令和７年１月１５日～令和７年１月２１日 
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（５）質疑回答書の送付 令和７年２月５日 

（６）事業計画提案書等の提出 令和７年２月６日～令和７年２月２７日 

（７）提案内容に関する聴取等 必要に応じて実施 

（８）事業者の決定 令和７年３月（予定） 

（９）審査結果の通知 令和７年４月（予定） 

 

４ 公募手続きの流れ 

 ※色付きの部分が事業者の行う手続となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 公募対象施設の概要及び公募条件 

１ 公募対象施設の概要 

 市場関連施設とは、次に掲げるいずれの機能も有する施設とします。 

（１）大田市場の機能を補完する機能 

大田市場の機能を補完する施設として、食の安全・安心の確保や多様なニーズへの対応等

の多面的機能を有し、もって大田市場の活性化に資する施設 

（２）先進的で信頼性の高い機能 

先進的な技術やシステムにより効率的な加工・物流等を実現する機能や、省エネ機器や再

生可能エネルギー等の活用により環境に配慮した機能を有し、もって市場の健全かつ効率的

な運営に寄与する施設 

 

２ 公募条件 

市場関連施設の整備・運営に関しては、関係法令並びに都及び関係区の条例・規則を遵守す

るほか、次の全ての条件を満たすことが必要です。 

（１）安全性の確保 

施設や設備の構造について高い安全性・信頼性を確保すること。また、施設の管理運営に

当たっては、不測の事故などの緊急時対応も含め、各種マニュアルの作成や教育訓練の実施

など安全対策を講じることにより、事業全体の安全性・信頼性を確保すること。 

なお、新しく開発された技術や開発中の技術を使用する場合、安全性・信頼性の確保が十

分見込まれるものであること。 

（
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（２）環境保全に向けた対策 

大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動及び悪臭等について、関係法令及び都の条例

が定める規制値を遵守するとともに、自主管理値の設定等により、環境負荷の一層の低減を

図ること。また、周辺環境との調和を図ること。 

（３）事業推進体制 

継続的かつ安定的に事業を行うことのできる事業推進体制を確保すること。 

第３ 応募手続等 

１ 応募者の資格及び応募手続等 

（１）応募者の資格要件 

応募者は、次のアのいずれかであり、イを全て満たしている必要があります。ア及びイの

要件を満たさない場合は、応募者となることはできません。 

ア 大田市場の市場業者のうち、市場関連施設を安定的に運営するための十分な経営力を有

する者であって、本件地を買い受け、この公募要項及び基本協定書（Ｐ１５～１７を参

照）に定める事項を遵守し、自ら事業を行う意思がある者とします。 

なお、市場業者とは、次の（ア）から（カ）までに掲げる者であって、東京都中央卸売

市場条例（昭和46年東京都条例第144号）第43条により現に市場施設（大田市場に限る。）

の使用許可を受けている者とします。 

（ア）卸売業者 

（イ）仲卸業者又はその団体 

（ウ）関連事業者又はその団体 

（エ）知事の承認を受けた売買参加者の団体 

（オ）買出人の団体 

（カ）上記の業者で構成する団体 

イ アに示す資格を有する者のほか、申込時点において、次の全てに該当する者であること

が必要です。また、（２）のグループによる応募の場合には、その構成者全員が次の全て

に該当する必要があります。なお、応募後に第３ １（１）に該当しなくなった者は失格と

します。 

（ア）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項及び第２項各号に該当

する者でないこと。 

（イ）無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第８

条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体及びその役職員又は構成員でないこ

と。 

（ウ）東京都暴力団排除条例（平成23年東京都条例第54号）第２条第２号に規定する暴力

団及び同条第４号に規定する暴力団関係者でないこと。 

（エ）（イ）及び（ウ）に掲げる者から委託を受けた者並びに（イ）及び（ウ）に掲げる

者の関係団体及びその役職員又は構成員でないこと。 

（オ）東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和62年１月14日付61財経庶第922号）第５

条第１項に基づく排除措置期間中の者でないこと。 

（カ）東京都競争入札参加有資格者指名停止等取扱要綱（平成18年４月１日付17財経総第

1543号）に基づく指名停止期間中の者でないこと。 
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（キ）応募申込をした日から過去１年間の法人税、消費税または法人事業税を滞納してい

る者でないこと。 

（ク）法令等を遵守し、公正で誠実な企業倫理に基づく事業活動を行っている者であるこ

と。 

（２）グループによる応募 

   第３ １（１）に該当する市場業者のうち、単独の市場業者による応募のほか、複数の市場

業者のグループによる応募（以下「グループによる応募」という。）も可能とします。 

グループによる応募の場合は、必ず代表事業者（主たる事業者）を選任し、代表事業者が

応募手続きを行ってください。 

グループによる応募で決定事業者となった場合、土地売買契約の名義人は、グループの構

成者全員となります。 

（３）応募手続 

ア 応募申込 

第３ １（１）の要件を満たす者のうち、申込みを行う者は、次のイからエまでのとお

り、書類を提出してください。申込みを行った者を「応募申込者」とします。 

イ 提出書類 

提出書類は、下表のとおりです。 

項目 内容 部数 

①応募申込書（様式１） ・印鑑証明書の代表者印を押印してください。 

各１部 

②市場施設使用許可書の写し ・応募時点で有効な使用期間のもの 

③宣誓書（様式２） ・印鑑証明書の代表者印を押印してください。 

④法人税、消費税及び法人事業

税に係る納税証明書 

・所管の税務署、都税事務所の発行する原本 

・応募申込日前３か月以内に発行されたもの 

・法人税、消費税及び法人事業税の滞納がな

いことを証明する書類（直近１か年分） 

⑤印鑑証明書 

・原本 

・応募申込日前３か月以内に発行されたもの 

・応募者が法人の場合は、法人の印鑑証明書、応

募者が個人の場合は、個人の印鑑証明書 

⑥商業登記簿謄本 
・原本 

・応募申込日前３か月以内に発行されたもの 

⑦事業者概要 ・様式自由、パンフレットでも可 １０部 

⑧グループ構成者届出書 

（様式３） 

※該当者のみ 

・印鑑証明書の代表者印を押印してください。 
１部 

注：第３ １（２）による応募の場合、提出書類②から⑦までについて、構成者全員のもの

を提出するとともに、提出書類⑦については、グループの概要についても提出してく

ださい。提出書類⑧のグループ構成者届出書（様式３）も併せて提出してください。 

ウ 提出期間 

令和６年１１月２９日（金曜日）から令和６年１２月２３日（月曜日）まで【必着】 
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応募申込書一式（イの提出書類）は、簡易書留による郵送で提出してください。これ以

外の方法（持参、電子メール等）は、受け付けません。 

エ 提出先 

〒１６３－８００１ 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 東京都庁第一本庁舎南塔３９階 

東京都中央卸売市場管理部市場政策課 

電話 ０３（５３２０）５７２５ 

（４）説明会の開催 

公募について説明会を令和７年１月１４日（火曜日）に実施します。 

本説明会に参加できる者は、第３ １（１）の要件を満たしている応募申込者のみとしま

す。第３ ２（２）の事業計画提案書等を提出する者は必ず説明会にご参加ください。 

  説明会の場所及び時間等、詳細は別途第３ １（１）の要件を満たしている応募申込者宛て

に郵送及び電子メールにて連絡します。 

（５）質疑及び回答 

説明会では質疑は受け付けません。説明会後に次のアからオのとおり質疑を行うことがで

きます。 

ア 質疑者の資格 

質疑を行うことができる者は、本説明会の参加者のみとします。 

イ 質疑の方法 

 質疑は、「質疑書」（様式４）にその要旨を明瞭かつ簡潔にまとめ、電子メールにより

行ってください。 

これ以外の方法（持参、郵送、電話、口頭等）は、受け付けません。 

ウ 質疑受付期間 

 令和７年１月１５日（水曜日）１０時００分から 

令和７年１月２１日（火曜日）１６時００分まで 

エ 提出先 

メールアドレスは、説明会でお知らせします。 

オ 回答 

質疑に対する回答は、令和７年２月５日（水曜日）までに、質疑回答書を説明会参加者

全員に送付することにより行います。質疑回答書の送付は、電子メールにて行います。 

質疑回答書は、この公募要項と一体のものとして、同等の効力を有するものとします。 

回答に当たっては、質疑者の企業名等は公表いたしません。 

なお、質疑者の特殊な技術、ノウハウ等に係る事項、質疑者の権利、競争上の地位その

他正当な利益を害する恐れのあるものと認めたものについては、個別に回答することもあ

ります。 

他参加者の状況等、提案に際し必要がないと判断される質問に対しては回答いたしませ

ん。また、意見の表明と解されるものについては、回答しないことがあります。 

 

２ 事業計画の提案 

応募申込者は、第３ ２（２）の提出書類等（以下「事業計画提案書等」という。）を提出し
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てください。事業計画提案書等を提出した事業者を「提案者」とします。 

なお、応募申込者が第３ ２（４）の提出期間に事業計画提案書等を提出しなかった場合は、

応募を辞退したものとみなします。また、事業計画提案書等を提出後、事業計画の修正等によ

り差し替えを行う場合、提出締切日（令和７年２月２７日）まで受け付けるものとします。 

提出締切日（令和７年２月２７日）の時点で、次のいずれかに該当する者は、審査いたしま

せん。 

ア 第３ ２（２）の提出書類がすべてそろっていない場合 

イ 第３ ２（２）①提出書類チェックリスト（様式５）にチェックを入れている書類が添付

されていない場合 

ウ 提出された書類が、第３ ２（３）アに記載されている提出部数より不足している、また

は添付されていない場合 

エ 提出書類と電子記録媒体（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）に格納されている電子データに相

違がある場合 

（１）事業計画提案書等の提出ができる者 

事業計画提案書等を提出することができる者は、説明会に参加した応募申込者のみとしま

す。 

（２）提出書類等 

項目 内容 

①提出書類チェックリスト（様

式５） 

 

②事業計画提案書の概要 ・Ａ３横サイズ１～２枚程度で様式は自由です。 

・以下の項目を記入してください。 

ａ 事業のコンセプト 

ｂ 事業の概要（主体となる施設及び用途、規模

等事業内容の概略説明） 

ｃ 事業スケジュール（施設稼働までの概略スケ

ジュール） 

ｄ 資金・収支計画の概要 

ｅ 運営計画の概要 

ｆ 施設計画の概要 

ｇ その他、事業におけるアピールポイントや特徴 

  等 

③事業計画提案書（様式６） 

 （注１） 

・様式６は、Ａ４縦サイズで表紙としてください。 

・印鑑証明書の代表者印を押印してください。 

・本文は、Ａ３またはＡ４サイズで様式は自由です。 

・以下の項目などを記入してください。 

ａ 事業目的、経営戦略・営業戦略、将来展望 

ｂ 事業内容（全体及び各施設利用者）、事業実施

による効果、事業実施にあたっての課題、課題へ
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の対応方法 

ｃ 類似事業（類似施設の整備又は運営）の実績 

ｄ 大田市場との関連性、大田市場関係者との連携 

ｅ 取扱品目（生鮮品等、その他）、取扱数量・取

扱金額の目標（10年間） 

ｆ 大田市場からの調達割合・調達金額、調達先、

大田市場以外からの調達方法 

ｇ 商品の販売先、取引先、取引先等における事業

内容 

ｈ 整備する設備、導入する機能・システム 

ｉ 私道通行や私道負担金に関する対応方法、私道

の共有持分買取交渉、周辺環境に配慮した方策 

ｊ その他、配慮した点、アピールしたい点等 

④運営計画の概要 ・Ａ３またはＡ４サイズで様式は自由です。 

・以下の項目などを記入してください。 

ａ 事業実施体制、施設運営体制、施設利用者、利

用上のルール 

ｂ 物流対策、交通対策、衛生対策 

ｃ 災害時の対応 

ｄ 環境への配慮（省エネルギー性能の向上、再生

可能エネルギーの利用等） 

ｅ その他、配慮した点、アピールしたい点等 

・２ページの「第２ ２ 公募条件」に適合している

ことが分かるように記入してください。 

・必要に応じて、以下の書類を添付してください。 

ｆ 施設運用フロー図 

ｇ 管理体制図 

ｈ 車両の動線計画図 

ｉ その他必要資料 

⑤施設計画の概要 ・Ａ３またはＡ４サイズで様式は自由です。 

・以下の項目などを記入してください。 

ａ 施設内容 

ｂ 規模等の概要（全体の面積や高さ等の建築概

要、用途ごとの面積、ゾーニング（配置計画）の

方針等） 

ｃ 施設の安全性（耐久性、耐震性、耐火性等） 

ｄ 防災・安全に関する計画 

ｅ その他、配慮した点、アピールしたい点等 

・２ページの「第２ ２ 公募条件」に適合している
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ことが分かるように記入してください。 

・以下の資料を必ず添付してください。 

ｆ 施設配置図 

ｇ 各階平面図 

ｈ 建物完成イメージ図 

ｉ 建設スケジュール 

・必要に応じて、以下の書類を添付してください。 

ｊ 設計仕様 

ｋ 建築図面（屋根伏図、断面図、立面図、透視図

等） 

ｌ その他必要資料 

⑥類似施設の実績の概要 ・類似施設の実績がある場合は、提出してください。 

・類似の１施設あたりＡ４サイズ１枚程度で様式は自

由です（パンフレットでも可）。 

⑦資金計画書（様式７） ・Ａ４縦サイズで作成してください。 

⑧長期事業収支計画書 ・様式は自由です。 

・作成に当たっては、Ｐ４４の留意点を参照してくだ

さい。 

⑨直近３期分の有価証券報告書

又は届出書 

 （注２） 

・これらがない会社にあっては、会社法に定める決算

書の計算書類一式及び附属明細書を提出してくださ

い。 

⑩説明会の内容を理解した旨を

宣誓する書面 

 （注２） 

・第３ １（４）に記載する説明会にて配布いたしま

す。 

注１：第５ １（４）エに記載する公募要項第４ ５により都の承認を受けた事業実施計画に

基づく権利の設定を希望する場合は、権利設定の相手方（名称、代表者名及び所在

地）、権利の内容（権利の種類、設定期間等）並びに権利設定の理由を記載してくだ

さい。また、提案者と権利設定の相手方との事業分担がわかるスキーム図を添付して

ください。 

注２：グループによる応募の場合、提出書類⑨及び⑩について、構成者全員のものを提出し

てください。 

（３）提出部数等 

ア 提出部数 

第３ ２（２）の提出書類は、１０部提出してください。 

イ 電子データの提出 

第３ ２（２）の提出書類は、電子データで作成し、当該データを格納した電子記録媒体

（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）を１枚提出してください。提出にあたっては、あらかじめ最

新のウイルス定義ファイルにアップデート済みのウイルスチェックソフトによるチェック

を行ってください。 
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（４）提出期間 

令和７年２月６日（木曜日）から令和７年２月２７日（木曜日）１２時００分まで【必

着】 

事業計画提案書等の提出は、簡易書留による郵送で提出してください。これ以外の方法（持

参、電子メール等）は、受け付けません。 

（５）提出先 

〒１６３－８００１ 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 東京都庁第一本庁舎南塔３９階 

東京都中央卸売市場管理部市場政策課 

電話 ０３（５３２０）５７２５ 

（６）グループ構成者の変更 

グループによる応募で、応募申込時の構成者を変更する場合、グループ構成者変更届出書

（様式８）の提出により、事業計画提案書等の提出締切日（令和７年２月２７日）まで受け

付けるものとします。 

なお、新たに事業者をグループ構成者に追加する場合は、その追加する事業者について、

第３ １（３）イ提出書類の②～⑦を添付してください。 

（７）取下げ 

事業計画提案書等を提出後、事業者の決定までの間に、やむを得ない事情により提案を取

り下げて応募を辞退する場合、その理由を付した取下書（様式自由）を、速やかに提出して

ください。 

 

３ 応募について 

（１）使用言語及び単位 

提出書類等に使用する言語は日本語によることとし、通貨単位は円、計量単位はＳＩ単位

とします。表記は原則として横書きとしてください。 

（２）応募書類の不備 

応募書類に不備がある場合は、原則として応募の受付ができません。 

（３）提出書類の取扱い 

提出された書類等は、返却しません。 

（４）著作権 

提出された事業計画提案書等の著作権は、応募申込者及び提案者に帰属します。ただし、

都は、審査結果の公表、その他において都が必要と認める用途に用いる場合、事業計画提案

書等の一部又は全部を、将来にわたって無償で使用できるものとします。また、選定されな

かった提案者の提案については、都による選定過程等の説明以外の目的には使用しません。 

（５）費用負担 

応募に当たって必要な費用は、応募申込者及び提案者の負担とします。 

（６）公募要項の承諾 

書類等の提出により、本公募要項の記載内容及び条件等を承諾したものとみなします。 

（７）都からの提示資料の取扱い 

都が提示する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用することはできません。 
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（８）複数提案の禁止 

応募者（グループによる応募の場合は、その全ての企業）は、複数の提案を行うことはで

きません。 

（９）提案内容の公表等の禁止 

提案者は、事業予定者決定までの間、ホームページ、広告、その他の媒体を通じて自らの

提案内容を公表及び宣伝することはできません。 

 

第４ 審査及び事業者の決定等 

１ 審査方法 

事業計画提案書等の審査は、「市場関連施設等用地売却公募（大田区東海三丁目）審査基

準」に基づき、「大田市場関連用地開発事業者審査委員会」（以下「委員会」という。）にお

いて、公正、厳格、迅速に行います。 

なお、委員会の委員名は、事業者を決定するまでの間、非公開とします。 

 

２ 事業計画提案書等の説明、追加書類の提出 

委員会は、必要があると認めるときは、提案者に対し、事業計画提案書等についての説明や

追加書類の提出等を求めます。 

 

３ 審査及び事業者の決定 

（１）事業者の決定方法 

委員会の審査を経たうえで、事業者を決定します。決定を受けた事業者又はグループを「決

定事業者」とします。詳細は、「市場関連施設等用地売却公募（大田区東海三丁目）審査基

準」に記載のとおりです。 

（２）評価項目 

ア 応募者の資格要件の審査 

イ 提案の基本的事項の審査 

ウ 提案内容の審査 

 評価項目 評価の内容、観点 

基 

礎 

項 

目 

１ 安全性の確保及び

環境への保全 

土地の使用用途、施設の安全対策、動線対策、環境保全に向

けた対策などを評価します。 

２ 事業の安定性及び

継続性 

事業計画の確実性、事業内容を実現するために適切な営業戦

略、適切な資金計画及び収支計画の確実性、近隣・周囲への

配慮などを評価します。 

３ 総合的な経営力、

経営理念、経営基

盤 

安定的な経営基盤、資力・資金調達力、卸売市場の目的に適

う経営理念、企業の社会的責任（ＣＳＲ）に関する取組や類

似施設の整備又は運営の実績などを評価します。 

加
点
項
目 

４ 経営戦略に掲げた

取組の推進 

整備する施設及び実施する事業について、大田市場の経営戦

略に掲げた取組が推進されている内容を評価します。 

５ 経営計画に掲げた 整備する施設及び実施する事業について、東京都中央卸売市
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取組の推進 場経営計画に掲げた取組が推進されている内容を評価しま

す。 

６ 大田市場の活性化

等への寄与 

整備する施設及び実施する事業について、大田市場の活性化

等へ寄与する内容を評価します。 

７ 先進的な取組・技

術の導入 

物流、品質・衛生、加工、環境負荷の軽減を実現する、先進

的な取組や技術の導入を評価します。 

 

４ 審査結果の通知及び公表 

（１）審査結果の通知 

審査結果は、提案者それぞれに文書で個別に通知します。 

（２）審査結果の公表 

決定事業者、事業概要及び審査結果の概要を公表します。 

決定事業者以外から提出された事業計画提案書等の内容についても、匿名でその概略を公

表することがあります。 

 

５ 協定の締結 

決定事業者は、第４ ４（１）の通知の日から２週間以内に、事業計画提案書等に基づいた事

業実施計画書を都に提出してください。事業実施計画書の承認を受けた上、別紙「基本協定

書」により都と協定を締結しなければなりません。 

なお、決定事業者がグループの場合は、構成者全員の連名で協定を締結しなければなりませ

ん。 

 

６ 事業スケジュール（予定） 

事業スケジュールは、概ね次のとおりとします。 

・事業者の決定 令和７年３月 

・基本協定書の締結 令和７年４月頃 

・土地売買契約締結 令和７年８月頃 

 

第５ 用地の契約・引渡し等 

１ 施設用地に係る土地売買契約の締結等 

決定事業者に対し、土地売買契約手続きの説明を行うとともに、関係書類をお渡しします。 

なお、特段の事情がない限り、事業者の決定から６か月以内に、別に定める土地売買契約書によ

り土地売買契約を締結しなければなりません。 

（１）土地売却価格 

土地売却価格は、「東京都財産価格審議会」に付議し、評定した次の価格です。 

＜土地売却価格＞ 

2,680,000,000円 

（２）土地売買代金の支払方法 

ア 土地売買契約の締結と同時に、売買代金の100分の10以上の契約保証金を、都の発行する

納付書により、都の指定する金融機関の窓口で納付しなければなりません。ただし、契約

加 

点 

項 

目 
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締結と同時に売買代金の全額を支払う場合には、納付する必要はありません。 

イ 契約保証金は、売買代金の一部に充当します。 

ウ 契約保証金納付後、売買代金の残金については、都の発行する納入通知書により、都の

指定する日まで（契約締結の日から１か月以内）に、都の指定する金融機関の窓口でお支

払いいただきます。 

（３）所有権の移転等 

ア 所有権の移転及び土地の引渡し 

売買代金全額の支払が完了したときに所有権が移転するものとし、同時に、その現況の

まま土地の引渡しがあったものとします。 

都は、フェンスを含めた土地の定着物の撤去等は行いません。 

なお、３３ページ以降に示す立地予定地の現況等の記載事項と現況が異なる場合、現況

を優先とし、記載の有無に関わらず、全て現況有姿による引渡しとします。 

イ 登記 

所有権移転後、買受者の所有権移転登記請求に基づいて、都が速やかに登記を嘱託しま

す。請求時に必要な書類等については別途説明いたします。同時に都は買戻しの登記を行

いますので、買戻特約登記承諾書を提出していただきます。 

なお、登記に要する費用は、買受者の負担となります。 

また、契約の締結から所有権移転までの間における停止条件付所有権移転等の仮登記は

行いません。 

（４）土地売買契約における主な特約事項 

ア 用途指定 

契約締結の日から１０年間（以下「指定期間」という。）、本件地を公募要項第４ ５に

より都の承認を受けた事業実施計画に基づく施設の整備・運営のための用地として使用し

なければなりません。 

イ 土地利用計画の承認 

本件地を使用するときは、建築確認申請や工事着手の前に、都が指定する内容を記載し

た土地利用計画書を作成し、都の承認を受けなければなりません。 

   また、指定期間満了の日以前において、土地利用計画を変更せざるを得ない場合は、あ

らかじめ都の承認を受けなければなりません。 

  ウ しゅん工期限等 

本件地において、一定の期限までに、施設をしゅん工し、かつ、遅滞なく指定の用途に

よる業務を開始しなければなりません。 

エ 処分等の制限 

指定期間満了の日以前において、本件地の所有権を移転することはできません。 

また、公募要項第４ ５により都の承認を受けた事業実施計画に基づく権利の設定を除

き、本件地に地上権、質権、使用貸借による権利又は賃借権その他の使用及び収益を目的

とする権利を設定することはできません。 

オ 違約金の徴収 

上記アからエまでの定めに違反した場合には、都の請求により、売買代金の100分の15に

相当する額の違約金を支払わなければなりません。 
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カ 買戻し 

別紙「基本協定書」による基本協定が解除されたとき又は上記アからエまでに定める条

件に違反したときは、都は本件地を買い戻すことができます。 

キ 調査協力義務 

指定期間満了の日以前において、都は、本件地及び本件地上の建物等（以下「本件地

等」という。）について、随時、その使用状況を実地に調査することができます。この場

合において、買受者はこれに協力しなければなりません。 

また、都が必要と認めるときは、本件地等について利用状況の事実を証する登記事項証

明書その他の資料を添えて本件地等の利用状況等を都に報告しなければなりません。 

なお、この条件に違反した場合には、都の請求により、売買代金の100分の10に相当する

額の違約金を、都に支払わなければなりません。 

ク 公序良俗に反する使用等の禁止 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号

に規定する暴力団の事務所等その活動の拠点となる施設の用に供し、また、これらの用に

供されることを知りながら、本件地の所有権を第三者に移転し、又は本件地を第三者に貸

してはなりません。 

この条件に違反し、都が契約を解除するときは、都に対し、売買代金の100分の20に相当

する額の違約金（損害賠償額の予定）を支払わなければなりません。 

また、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第２号に規定する暴力団の事務所等その活動の拠点となる施設の用に供したと認められる

場合において、都が契約を解除するときは、都に対し、違約金に加え、売買代金の100分の

80に相当する額を、違約罰として支払わなければなりません。 

ケ 護岸構造物 

本件地には、都所有の護岸構造物（タイロッド等）が埋設されています。 

    買受者は、この土地に所在する都所有の護岸構造物（タイロッド等）の存置を無償で認

めるものとします。そのほか、この護岸構造物（タイロッド等）の取扱いについては、都

と買受者とで別途協定を締結するものとします。 

コ 私道 

  大田区東海三丁目18番６及び19番１の私道について、当該私道に関する地権者との共有持

分買取交渉は自らの責任で行うものとし、都はかかる交渉について一切の責任を負いませ

ん。 

  買受者は、かかる交渉の不調や想定外の支出を強いられたこと等による損害賠償の請求 

や土地売買契約の契約解除はできません。 

サ 土壌  

（ア）本件地は、水底土砂により埋め立てられた経緯から、自然的条件が原因と類推され

る物質が存在する可能性があります。 

（イ）本件地の一部は、荷置場、駐車場、工事車両置場、資材置場、倉庫用地等用地とし

て使用した履歴があります。 

（ウ）都は、本件地に対する土壌調査を実施していません。 

（エ）土壌調査を行う場合には、買受者の負担で実施してください。 
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（オ）買受者が、本件地で「東京都土壌汚染対策指針（平成31年東京都告示第394号）」に

基づく土壌調査を行った場合において、この土壌調査により得られた数値が「都民の

健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則（平成13年東京都規則第34号）」 に

定める処理基準を超えることが判明し、かつ、買受者が本件地の改変を行うに当た

り、事前に都と協議した場合には、都の定める補償方針に基づき補償します。 

シ 地中障害物 

 （ア）本件地は、コンクリートガラ等の地中障害物が埋存する可能性があります。 

 （イ）買受者が本件地に都の承認を受けた建物及び工作物を建設するに当たり、地中障害

物の存在により通常の建設工事等に比して建設費用が増加したと都が認め、買受者が

事前に都と協議した場合には、都の定める補償方針に基づき補償します。 

ス 補償の請求期限 

上記サ(オ)及びシ(イ)に定める補償の請求期限は、本件地の所有権移転の日から起算し

て５年以内とし、それ以降は、都は一切の責めは負いません。 

  セ 地歴等の承継 

この土地を第三者に譲渡するときには、上記ケからシまでの地歴等の事項について、当

該第三者に承継するものとします。 

※東京都は、当該第三者に対し、一切の責任及び負担を負いません。 

  ソ 契約不適合責任免除 

この土地の品質が契約の内容に適合しないものであることが判明した場合でも、上記サ

(オ)及びシ(イ)の補償を除き、都に対し、修補、売買価額の減額請求、損害賠償請求又は

契約の解除を求めることができないものとします。 

 

２ 立地予定地の現況等 

３３ページ以降に示す立地予定地の現況等や４０ページ以降に示す関係法令等は、応募者が

第１ ２（２）に示した立地予定地の概要や主な法規制、手続窓口等について把握するための参

考資料です。 

 

第６ その他 

１ 資料の取扱い 

都が提供する資料は、都の了解を得ることなく、第三者に対して、これを使用させ、又は内

容を提示することを禁じます。 
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基本協定書案（単独の市場業者による応募の場合） 

※グループによる応募の場合は、内容が変更になる予定です。 

※事業実施計画の内容によって、内容が変更になる可能性があります。 

基 本 協 定 書 

 

東京都中央卸売市場を甲とし、      を乙とし、甲乙間において、次の条項により基本

協定（以下「この協定」という。）を締結する。 

 

第１条 乙は、甲が市場関連施設等用地売却公募要項（大田区東海三丁目）（令和６年１１月〇

〇日付６中管市第２４６号。以下「公募要項」という。）に基づき実施した公募の決定事

業者であり、この協定で定める事項を遵守し、誠実に履行しなければならない。 

第２条 乙は、次に掲げる土地（以下「本件地」という。）において、公募要項第４ ５により甲

の承認を受けた事業実施計画（以下「実施計画」という。）に基づく市場関連施設の整

備・運営（以下「事業」という。）を確実に実施しなければならない。 

所   在 地   積 

大田区東海三丁目２０番１及び２ ６，０８７．２０㎡ 

第３条 乙は、事業の実施にあたり、関係法令並びに都及び関係区の条例・規則等を遵守すると

ともに、自らの責任において必要な許認可等の手続を行わなければならない。 

  ２ 乙は、大田区東海三丁目18番６及び19番１の私道について、共有持分の負担が必要であ

ることを踏まえ、私道に関する地権者との共有持分買取交渉は、自らの責任において行わ

なければならない。 

第４条 乙は、決定事業者たる地位を第三者に譲渡してはならない。 

第５条 乙は、甲に対し、実施計画の進ちょく状況等について、１年に１回、報告しなければな

らない。 

２ 実施計画の進ちょく状況について、甲が必要と認める場合、甲は乙に対し資料の提出を

求めることができる。この場合、乙は、甲が求める資料を速やかに甲に提出しなければな

らない。 

第６条 乙は、自らの責任において施設の整備に係る国庫補助の申請に係る手続を行う。 

甲に提出して行う必要がある国庫補助の申請手続については、乙は、甲が定める期限ま

でに必要な申請書類を作成し、甲に提出しなければならない。 

（注）国庫補助を前提としない事業の場合は、この条項は除く。 

第７条 乙は、本件地の売買契約締結の日から１０年間（以下「指定期間内」という。）は、事

業を確実に実施しなければならない。 

２ 乙は、実施計画に基づき指定期間内に本件地に賃借権等の権利の設定（以下「権利設

定」という。）を行う場合、事業が確実に実施されるよう、乙は権利設定の相手方と、当

該権利設定に係る契約等の締結にあたっては、次の各号に定める事項の遵守を書面で誓約

させた上、当該書面の写しを甲に提出しなければならない。 

一 指定期間内は、事業実施計画及び基本協定書に基づき施設の整備及び運営を確実に行

うこと。 
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二 事業実施計画及び基本協定書に基づかない施設の整備及び運営があった場合には乙の

指導により速やかに是正すること。また、甲は、必要に応じて、乙の立会いの下、当該権

利設定の相手方に対して、直接、事情聴取や立入り調査等を行い、乙に対して指導や是正

指示ができるようにすること。 

３ 事業の確実な実施を担保するために甲が必要と認める場合、甲は、乙に対し資料の提出

を求めることができる。この場合、乙は甲が求める資料を速やかに甲に提出しなければな

らない。 

第８条 実施計画の変更並びにこの協定の解除については、次の各号に定めるところによる。 

一 事業の継続のために実施計画の変更が必要となった場合、乙は速やかに甲に報告しな

ければならない。甲は、乙と協議の上、施設の適切な整備・運営のために実施計画の変

更が不可欠と認めるときは、実施計画の変更を承認することができる。 

二 甲は、次の事由が発生した場合、この協定を解除することができる。 

① 乙が、公募要項第３ １（１）に該当しなくなったことにより、甲が、乙による事業

の継続が困難と認めるとき。 

② 乙が、関係法令、都の条例・規則のほか、公募要項、この協定及び実施計画に定め

る事項に違反したと認められるとき。 

③ 乙の破産、会社更生、民事再生、会社整理又は特別清算の手続開始を求める申立が

なされたとき。 

④ 乙が、著しく社会的な信用を失墜させる事件、事故等を起こしたとき。 

三 甲は、前号の解除を行う場合は、あらかじめ乙にその旨を告知し、意見を聴く機会を

設けなければならない。 

第９条 甲は、前条による協定の解除又は乙がこの協定、公募要項及び実施計画に定める事項を

履行しないことにより損害を受けたときは、その損害の賠償を乙に請求することができ

る。 

第10条 この協定は、別途東京都港湾局と乙が締結する土地売買契約の締結後も効力を有する。 

２ 甲は、前項の土地売買契約が解除された場合は、この協定を解除することができる。 

第11条 この協定から生じる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の事務所の所在地を管

轄する地方裁判所をもって管轄裁判所とする。 

第12条 この協定に関する疑義及びこの協定に定めのない事項については、甲乙が誠意をもって

協議し、その解決に当たるものとする。 

 

甲と乙とは、協定締結の証として本協定書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を

保有する。 

 

令和  年  月  日 

 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

甲  東京都 

（代表者）中央卸売市場長       印 
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（住所） 

乙  （事業者名） 

（代表者氏名）             印 
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土地売買契約書案（契約締結と同時に契約保証金を納付し、指定期日までにその代金の全額を支払う

場合） 

土 地 売 買 契 約 書 

 

 売主東京都を甲とし、買主      を乙とし、甲乙間において、次の条項により、土

地売買契約を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本契約は、令和 年（  年） 月  日付けで東京都中央卸売市場と乙とが締結

した基本協定書 （以下「協定書」という。）に基づく「市場関連施設等用地」の開発を目

的として、締結するものである。 

 

（売買物件及び売買価額） 

第２条 甲は、その所有する次に掲げる土地（以下「この土地」という。）を、 

 金       円をもって乙に売り渡す。 

所 在 地 目 地 積（㎡） 

東京都大田区東海三丁目２０番１ 宅 地 6,080.72 

東京都大田区東海三丁目２０番２ 宅 地   6.48 

 

２ 乙は、前項に定める地積を契約対象地積とすることを了承し、物件引渡し後の測量、そ

の他による地積との間に相違があっても、売買価額の減額請求及びその他名目での支払請

求を行わないものとする。 

 

（契約保証金） 

第３条 乙は、この契約に関し、契約保証金として金      円を、この契約の締結と

同時に、甲の発行する納付書により、その指定する場所において納付しなければならない。 

２ 前項の契約保証金には、利息をつけないものとする。 

３ 第１項の契約保証金は、前条の代金の一部に充当するものとする。 

４ 第１項の契約保証金は、乙の責めに帰すべき理由により、この契約が解除されたときは、

甲は、その返還義務を負わないものとする。 

 

（代金の支払い） 

第４条 乙は、第２条の代金を、甲の発行する納入通知書により、令和  年  月  日

までにその指定する場所において支払わなければならない。 

 

（延滞金） 

第５条 乙は、第２条の代金を、その支払期日までに支払わないときは、その翌日から支払

いの日までの日数に応じ、当該代金の金額につき年 14.6 パーセントの割合で計算した延滞

金（100 円未満の場合を除く。）を支払わなければならない。この場合において、年当たり

の割合は、閏
じゅん

年の日を含む期間についても、365 日の割合とする。 

 

（所有権の移転及び物件の引渡し） 
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第６条 この土地の所有権は、乙が第２条の代金（前条の延滞金がある場合は、これを含む。）

の支払いを完了したときに、甲から乙に移転するものとする。 

２ この土地（フェンス等土地の定着物を含む。）は、前項の規定によりその所有権が移転

したときに、乙に対し現状のまま引渡しがあったものとする。 

 

（所有権の移転登記及び買戻し特約の登記） 

第７条 乙は、前条第１項の規定によりこの土地の所有権が移転した後、速やかに、甲に対

し、第 15条第３項の規定による買戻特約の登記承諾書を添付して所有権の移転登記を請求

するものとし、甲は、その請求により、遅滞なく所有権の移転登記及び買戻特約の登記を

嘱託するものとする。 

２ 前項の登記に要する費用は、乙の負担とする。 

 

（用途の指定及び指定期間） 

第８条 乙は、この土地を、この契約の締結の日から 10 年間（以下「指定期間」という。）

は、協定書第２条に規定する事業実施計画書（協定書第８条の規定により事業実施計画書

の変更について東京都中央卸売市場の承認を受けた場合は、変更後の事業実施計画書）（以

下「実施計画」という。）に基づく施設のための用地として使用しなければならない。 

 

（しゅん工期限等） 

第９条 乙は、令和  年  月  日（以下「しゅん工期限」という。）までに、施設をし

ゅん工し、かつ、遅滞なく前条に定める用途による業務を開始しなければならない。 

２ 乙は、やむを得ずしゅん工期限までに施設をしゅん工できない事由が生じた場合は、あ

らかじめ延期を必要とする事由及び新たな期限を記載した書面をもって甲の承認を受け、

甲の承認した新たな期限までに施設をしゅん工しなければならない。 

３ 乙は、前２項の規定に基づき施設をしゅん工したときは、施設をしゅん工し、かつ、業

務を開始した日から 10日以内に、甲に書面をもって届け出なければならない。 

 

（土地利用計画の承認） 

第 10 条 乙は、この土地を第８条に定める用途に使用するときは、あらかじめ甲が指定する

内容を記載した土地利用計画書をもって、甲の承認を受けなければならない。 

２ 乙は、指定期間満了の日以前において、前項に定める計画を変更せざるを得ない場合は、

あらかじめ書面をもって甲の承認を受けなければならない。 

３ 乙は、前項の変更にあたり、実施計画の変更が必要なときは、あらかじめ実施計画の変

更について東京都中央卸売市場の承認を受けなければならない。 

４ 乙は、第１項及び第２項に定める承認を受けないで、建築の確認を申請し、又は工事に

着手してはならない。 

 

（処分等の制限） 

第 11 条 乙は、指定期間満了の日以前において、この土地の所有権を移転すること、並びに

この土地に地上権、質権、使用貸借による権利又は賃借権その他の使用及び収益を目的と

する権利を設定することはできない。ただし、東京都中央卸売市場からあらかじめ書面に

より承認を得た実施計画に基づく権利の設定である場合は、この限りではない。 
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（公序良俗に反する使用等の禁止） 

第 12 条 乙は、この土地を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団の事務所等その活動の拠点となる施設の用に供

し、また、これらの用に供されることを知りながら、この土地の所有権を第三者に移転し、

又はこの土地を第三者に貸してはならない。 

２ 乙は、第 16 条第１項第３号の規定によりこの契約を解除された場合においては、甲に対

し、第２条の代金の 100 分の 20 に相当する額の違約金（損害賠償額の予定）を支払わなけ

ればならない。 

３ 乙は、第１項に定める義務に違反し、この土地を暴力団の事務所等その活動の拠点とな

る施設の用に供したと認められる場合において、甲が第 16条第１項第３号の規定によりこ

の契約を解除するときは、甲に対し、前項の違約金に加え、第２条の代金の 100 分の 80 に

相当する額を違約罰として支払わなければならない。 

４ 甲は、第 16 条第１項第３号の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生

じても、その責めを負わないものとする。 

 

（調査協力義務） 

第 13 条 甲は、指定期間満了の日以前において、この土地及びこの土地上の建物等（次項で

「この土地等」という。）について、随時、その使用状況を実地に調査することができる。

この場合において、乙は、これに協力しなければならない。 

２ 乙は、甲が必要と認めるときは、この土地等について利用状況の事実を証する登記事項

証明書その他の資料を添えてこの土地等の利用状況等を甲に報告しなければならない。 

 

（違約金） 

第 14 条 乙は、第８条から第 11 条までに定める義務に違反したときは、甲の請求により、

第２条の代金の 100 分の 15 に相当する額の違約金を、甲に支払わなければならない。 

２ 乙は、正当な理由なく前条に定める義務に違反して調査に協力しなかったときは、甲の

請求により、第２条の代金の 100 分の 10に相当する額の違約金を、甲に支払わなければな

らない。 

３ 前２項の違約金は、損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

 

（買戻し） 

第 15 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当した場合は、この土地を買い戻すことができ

る。 

(1) 第８条 に定める義務に違反したとき。 

(2) 第９条 第１項又は第２項に定める義務に違反したとき。 

(3) 第 10 条 に定める義務に違反したとき。 

(4) 第 11 条 に定める義務に違反したとき。 

(5) 協定書が解除されたとき。 

２ 甲が、前項の規定によりこの土地を買い戻すことができるのは、指定期間満了の日以前

とする。 

３ 乙は、前２項に定める買戻しの特約について、登記することを承諾するものとする。 

４ 甲は、第１項の規定によりこの土地を買い戻したことにより、乙に損害が生じても、そ

の責めを負わないものとする。 
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（契約の解除） 

第 16 条 甲は、乙が次の各号の一に該当した場合は、催告をしないで、この契約を解除する

ことができる。 

（1）第３条の規定に違反したとき。 

（2）第４条の規定に違反したとき。 

（3）第 12 条第１項の規定に違反したとき。 

（4）第 14 条第１項又は第２項の規定に違反したとき。 

２ 甲は、前項に規定する場合を除くほか、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、 

催告の上、この契約を解除することができる。 

 

（原状回復） 

第 17 条 乙は、甲が第 15 条の規定により買戻しをし、又は第 16 条の規定により契約を解除

した場合においては、甲の指定する期日までに、自己の責任と負担で、この土地を原状に

回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲がこの土地を原状に回復させることが

適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 乙は、前項のただし書きの場合において、この土地が滅失又はき損しているときは、そ

の損害賠償として買戻し時又は契約解除時の時価により減損額に相当する金額を甲に支払

わなければならない。また、乙の責めに帰すべき事由により甲に損害を与えている場合に

は、その損害に相当する金額を甲に支払わなければならない。 

３ 乙は、第１項の規定によりこの土地を甲に返還するときは、甲の指定する期日までに、

この土地の所有権移転登記の承諾書その他必要な書類を甲に提出しなければならない。 

 

（返還金等） 

第 18 条 甲は、第 15 条の規定により買戻しをし、又は第 16条の規定により契約を解除した

ときは、前条第１項の土地の返還及びこの土地の所有権移転登記を確認後、乙が支払った

売買代金を返還する。ただし、当該返還金には利息を付さない。 

２ 甲は、第 15 条の規定により買戻しをし、又は第 16 条の規定により契約を解除したとき

は、乙が支払った延滞金及び違約金並びに乙がこの土地に対して支出した必要費、有益費

その他一切の費用は、償還しない。 

３ 乙は、甲が第 15 条の規定により買戻しをし、又は第 16 条の規定によりこの契約を解除

した場合であっても、第 14 条に定める違約金及び第 20 条に定める損害賠償金を支払わな

ければならない。 

 

（返還金の相殺） 

第 19 条 甲は、この契約の規定により売買代金を返還する場合において、乙が甲に支払うべ

き債務があるときは、返還する売買代金の全部又は一部と相殺する。 

 

（損害賠償） 

第 20 条 甲は、乙がこの契約に定める義務（第 12 条の場合を除く。）を履行しないため損

害を受けたときは、その損害の賠償を請求することができる。 
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（土壌） 

第 21 条 甲及び乙は、この土地の土壌に関して以下の事項があることを確認するものとす

る。 

(1) この土地は、水底土砂により埋め立てられた経緯から、自然的条件が原因と類推され

る物質が存在する可能性があること。 

(2) この土地の一部は、荷置場、駐車場、工事車両置場、資材置場、倉庫用地等として使用

した履歴があること。  

(3) 甲は、この土地に対する土壌調査を実施していないこと。 

２ 乙が必要とする土壌調査を行う場合には、乙の負担によること。 

３ 乙がこの土地で、「東京都土壌汚染対策指針（平成 31年東京都告示第 394 号）」に基づ

く土壌調査を行った場合において、この土壌調査により得られた数値が「都民の健康と安

全を確保する環境に関する条例施行規則（平成 13 年東京都規則第 34 号）」 に定める処理

基準を超えることが判明し、かつ、乙がこの土地の改変を行うに当たり、事前に甲と協議

した場合には、甲の定める「臨海地域における障害物等に係る補償方針」（以下「補償方

針」という。）に基づき算出した額を補償するものとする。 

 

（地中障害物） 

第 22 条 甲及び乙は、この土地の地中に関して、コンクリートガラ等の地中障害物が埋存す

る可能性があることを確認するものとする。 

２ 乙がこの土地に第 10 条の規定による承認を受けた建物及び工作物を建設するに当たり、

地中障害物の存在により通常の建設工事等に比して建設費用が増加したと甲が認め、乙が

事前に甲と協議した場合には、甲の定める補償方針に基づき算出した額を補償するものと

する。 

 

（補償の請求期限） 

第 23 条 前２条に定める補償の乙の請求期限は、第６条第１項に定める所有権移転の日から

起算して５年以内とし、それ以降は、甲は一切の責めを負わないものとする。 

 

（護岸構造物） 

第 24 条 甲及び乙は、この土地に東京都所有の護岸構造物（タイロッド等）が埋設されてい

ることを確認するものとする。 

２ 乙は、前項の護岸構造物の存置を無償で認めるものとする。 

３ 甲は、埋設エリアにおいて護岸構造物の点検及び補修工事等を実施する場合には、乙に

対して事前に通知するものとし、乙は、甲がこの土地に立ち入ることを認めるとともに、

その他補修工事等に係る事項について甲の協議に応じ、協力するものとする。 

４ 乙は、前項に従って甲が立ち入る際には、費用等の対価を求めないものとする。 

 

（私道） 

第 25 条 乙は、協定書第３条第２項に定める私道について、協定書に定めるとおり当該私道

に関する地権者との交渉は自らの責任で行うものとし、甲はかかる交渉について一切の責

任を負わないものとする。 

２ 乙は、前項に定める交渉の不調や想定外の支出を強いられたこと等による損害賠償の請

求や契約解除はできないものとする。 
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３ 当該私道について、甲における問い合わせ等の窓口及び調整は東京都中央卸売市場が行

うものとする。 

 

（地歴等の承継） 

第 26 条 乙は、この土地を第三者に譲渡するときには、第 21 条、第 22 条、第 24 条及び第

25 条に定める地歴等の条項について、当該第三者に承継するものとする。 

 

（契約不適合責任免責特約） 

第 27 条 この土地の品質が契約の内容に適合しないものであることが判明した場合でも、第

21 条第３項及び第 22条第２項に定める補償を除き、乙は甲に対し、修補、売買価額の減額

請求、損害賠償請求又は契約の解除を求めることができないものとする。 

 

（契約の費用） 

第 28 条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

 

（管轄裁判所） 

第 29 条 この契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の事務所の所在地

を管轄する地方裁判所をもって管轄裁判所とする。 

 

（疑義の決定等） 

第 30 条 この契約の各条項の解釈について疑義を生じたとき又はこの契約に定めのない事

項については、甲乙協議の上定めるものとする。 

 

（暴力団等排除に関する特約条項） 

第 31 条 暴力団等排除に関する特約条項については、別紙に定めるところによる。 

 

 甲と乙とは、本書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有する。 

 

 

      年  月  日 

 

 

      甲  東  京  都 

 

 

      乙   
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別紙 

 

暴力団等排除に関する特約条項（土地売買契約） 
 

（暴力団等排除に係る契約解除） 

第１条 甲は、乙が、東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和 62 年１月 14 日付 61 財

経庶第 922 号。以下「要綱」という。）別表１号に該当するとして、要綱に基づく排除措

置を受けた場合は、この契約を解除することができる。この場合においては、何ら催告

を要しないものとする。 

２ 乙は、前項の規定によりこの契約を解除されたときは、甲に対し、土地売買契約書第

１条の代金の 100 分の 30 に相当する額の違約金を支払わなければならない。 

３ 前項の違約金は、損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

４ 乙は、第１項の規定によりこの契約を解除されたときは、甲の受けた損害を賠償しな

ければならない。 

５ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、そ

の責めを負わないものとする。 

６ 土地売買契約書第３条第４項、第 17 条、第 18 条及び第 19 条の規定は、第１項の規定

による解除の場合に準用する。 

 

（不当介入に関する通報報告） 

第２条 乙は、契約の履行に当たって、暴力団等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく

甲への報告及び警視庁管轄警察署（以下「管轄警察署」という。）への通報（以下「通報

報告」という。）並びに捜査上必要な協力をしなければならない。 

２ 前項の場合において、通報報告に当たっては、別に定める「不当介入通報・報告書」

を２通作成し、１通を甲に、もう１通を管轄警察署にそれぞれ提出するものとする。た

だし、緊急を要し、書面による通報報告ができないときは、その理由を告げて口頭によ

り通報報告を行うことができる。なお、この場合には、後日、遅滞なく不当介入通報・

報告書を甲及び管轄警察署に提出しなければならない。 

３ 甲は、乙が不当介入を受けたにもかかわらず、正当な理由がなく甲への報告又は管轄

警察署への通報を怠ったと認められるときは、都の契約から排除する措置を講ずること

ができる。  
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土地売買契約書案（契約締結と同時に、その代金の全額を一時に支払う場合） 

土 地 売 買 契 約 書 

 

 売主東京都を甲とし、 買主      を乙とし、 甲乙間において、 次の条項により、

土地売買契約を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本契約は、 令和 年 （  年）  月  日付けで東京都中央卸売市場と乙とが締

結した基本協定書 （以下「協定書」という。 ） に基づく 「市場関連施設等用地」 の開発

を目的として、締結するものである。 

 

（売買物件及び売買価額） 

第２条 甲は、その所有する次に掲げる土地（以下「この土地」という。）を、 

 金       円をもって乙に売り渡す。 

所 在 地 目 地 積（㎡） 

東京都大田区東海三丁目２０番１ 宅 地 6,080.72 

東京都大田区東海三丁目２０番２ 宅 地   6.48 

 

２ 乙は、 前項に定める地積を契約対象地積とすることを了承し、 物件引渡し後の測量、 

その他による地積との間に相違があっても、 売買価額の減額請求及びその他名目での支

払請求を行わないものとする。 

 

（代金の支払い） 

第３条 乙は、前条の代金を、この契約の締結と同時に、甲の発行する納入通知書により、

その指定する場所において支払わなければならない。 

 

（所有権の移転及び物件の引渡し） 

第４条 この土地の所有権は、 乙が第２条の代金の支払いを完了したときに、 甲から乙に

移転するものとする。 

２ この土地 （フェンス等土地の定着物を含む。 ） は、前項の規定によりその所有権が移

転したときに、乙に対し現状のまま引渡しがあったものとする。 

 

（所有権の移転登記及び買戻し特約の登記） 

第５条 乙は、 前条第１項の規定によりこの土地の所有権が移転した後、 速やかに、 甲に

対し、 第 13 条第３項の規定による買戻特約の登記承諾書を添付して所有権の移転登記を

請求するものとし、 甲は、 その請求により、 遅滞なく所有権の移転登記及び買戻特約の

登記を嘱託するものとする。 

２ 前項の登記に要する費用は、乙の負担とする。 

 

（用途の指定及び指定期間） 

第６条 乙は、 この土地を、 この契約の締結の日から 10 年間 （ 以下 「指定期間」 とい
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う。 ）は、協定書第２条に規定する事業実施計画書 （ 協定書第８条の規定により事業実

施計画書の変更について東京都中央卸売市場の承認を受けた場合は、 変更後の事業実施

計画書） （以下 「実施計画」 という。）に基づく施設のための用地として使用しなけれ

ばならない。 

 

（しゅん工期限等） 

第７条 乙は、 令和  年  月  日 （以下「しゅん工期限」という。 ）までに、 施設

をしゅん工し、かつ、遅滞なく前条に定める用途による業務を開始しなければならない。 

２ 乙は、 やむを得ずしゅん工期限までに施設をしゅん工できない事由が生じた場合は、 

あらかじめ延期を必要とする事由及び新たな期限を記載した書面をもって甲の承認を受

け、甲の承認した新たな期限までに施設をしゅん工しなければならない。 

３ 乙は、 前２項の規定に基づき施設をしゅん工したときは、 施設をしゅん工し、 かつ、

業務を開始した日から 10 日以内に、甲に書面をもって届け出なければならない。 

 

（土地利用計画の承認） 

第８条 乙は、 この土地を第６条に定める用途に使用するときは、 あらかじめ甲が指定す

る内容を記載した土地利用計画書をもって、甲の承認を受けなければならない。 

２ 乙は、 指定期間満了の日以前において、 前項に定める計画を変更せざるを得ない場合

は、あらかじめ書面をもって甲の承認を受けなければならない。 

３ 乙は、 前項の変更にあたり、 実施計画の変更が必要なときは、 あらかじめ実施計画の

変更について東京都中央卸売市場の承認を受けなければならない。 

４ 乙は、 第１項及び第２項に定める承認を受けないで、 建築の確認を申請し、 又は工事

に着手してはならない。 

 

（処分等の制限） 

第９条 乙は、 指定期間満了の日以前において、 この土地の所有権を移転すること、 並び

にこの土地に地上権、 質権、 使用貸借による権利又は賃借権その他の使用及び収益を目

的とする権利を設定することはできない。 ただし、 東京都中央卸売市場からあらかじめ

書面により承認を得た実施計画に基づく権利の設定である場合は、 この限りではない。 

 

（公序良俗に反する使用等の禁止） 

第 10 条 乙は、 この土地を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団の事務所等その活動の拠点となる施設の用に

供し、 また、 これらの用に供されることを知りながら、 この土地の所有権を第三者に移

転し、 又はこの土地を第三者に貸してはならない。 

２ 乙は、 第 14 条第１項第２号の規定によりこの契約を解除された場合においては、 甲に

対し、 第２条の代金の 100 分の 20 に相当する額の違約金（損害賠償額の予定）を支払わ

なければならない。 

３ 乙は、 第１項に定める義務に違反し、 この土地を暴力団の事務所等その活動の拠点と

なる施設の用に供したと認められる場合において、 甲が第 14 条第１項第３号の規定によ

りこの契約を解除するときは、 甲に対し、 前項の違約金に加え、 第２条の代金の 100 分

の 80 に相当する額を違約罰として支払わなければならない。 

４ 甲は、 第 14 条第１項第２号の規定によりこの契約を解除したことにより、 乙に損害が
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生じても、 その責めを負わないものとする。 

 

（調査協力義務） 

第 11 条 甲は、 指定期間満了の日以前において、 この土地及びこの土地上の建物等（次項

で「この土地等」という。）について、 随時、 その使用状況を実地に調査することができ

る。 この場合において、 乙は、 これに協力しなければならない。 

２ 乙は、 甲が必要と認めるときは、 この土地等について利用状況の事実を証する登記事

項証明書その他の資料を添えてこの土地等の利用状況等を甲に報告しなければならない。 

 

（違約金） 

第 12 条 乙は、第６条から第９条までに定める義務に違反したときは、甲の請求により、

第２条の代金の 100 分の 15 に相当する額の違約金を、甲に支払わなければならない。 

２ 乙は、 正当な理由なく前条に定める義務に違反して調査に協力しなかったときは、 甲

の請求により、 第２条の代金の 100 分の 10 に相当する額の違約金を、 甲に支払わなけれ

ばならない。 

３ 前２項の違約金は、損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

 

（買戻し） 

第 13 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当した場合は、この土地を買い戻すことがで

きる。 

(1) 第６条 に定める義務に違反したとき。 

(2) 第７条 第１項又は第２項に定める義務に違反したとき。 

(3) 第８条 に定める義務に違反したとき。 

(4) 第９条 に定める義務に違反したとき。 

(5) 協定書が解除されたとき。 

２ 甲が、 前項の規定によりこの土地を買い戻すことができるのは、 指定期間満了の日以

前とする。 

３ 乙は、前２項に定める買戻しの特約について、登記することを承諾するものとする。 

４ 甲は、 第１項の規定によりこの土地を買い戻したことにより、 乙に損害が生じても、 

その責めを負わないものとする。 

 

（契約の解除） 

第 14 条 甲は、乙が次の各号の一に該当した場合は、催告をしないで、この契約を解除す

ることができる。 

（1）第３条の規定に違反したとき。 

（2）第 10 条第１項の規定に違反したとき。 

（3）第 12 条第１項又は第２項の規定に違反したとき。 

２ 甲は、 前項に規定する場合を除くほか、 乙がこの契約に定める義務を履行しないとき

は、催告の上、この契約を解除することができる。 

 

（原状回復） 

第 15 条 乙は、甲が第 13 条の規定により買戻しをし、又は第 14 条の規定により契約を解

除した場合においては、 甲の指定する期日までに、 自己の責任と負担で、 この土地を原
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状に回復して甲に返還しなければならない。 ただし、 甲がこの土地を原状に回復させる

ことが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 乙は、 前項のただし書きの場合において、 この土地が滅失又はき損しているときは、 

その損害賠償として買戻し時又は契約解除時の時価により減損額に相当する金額を甲に

支払わなければならない。また、乙の責めに帰すべき事由により甲に損害を与えている

場合には、その損害に相当する金額を甲に支払わなければならない。 

３ 乙は、第１項の規定によりこの土地を甲に返還するときは、甲の指定する期日までに、

この土地の所有権移転登記の承諾書その他必要な書類を甲に提出しなければならない。 

 

（返還金等） 

第 16 条 甲は、第 13 条の規定により買戻しをし、又は第 14 条の規定により契約を解除し

たときは、 前条第１項の土地の返還及びこの土地の所有権移転登記を確認後、 乙が支払

った売買代金を返還する。ただし、当該返還金には利息を付さない。 

２ 甲は、 第 13 条の規定により買戻しをし、 又は第 14 条の規定により契約を解除したと

きは、 乙が支払った違約金及び乙がこの土地に対して支出した必要費、 有益費その他一

切の費用は、償還しない。 

３ 乙は、 甲が第 13 条の規定により買戻しをし、 又は第 14 条の規定によりこの契約を解

除した場合であっても、 第 12 条に定める違約金及び第 18 条に定める損害賠償金を支払

わなければならない。 

 

（返還金の相殺） 

第 17 条 甲は、この契約の規定により売買代金を返還する場合において、乙が甲に支払う

べき債務があるときは、返還する売買代金の全部又は一部と相殺する。 

 

（損害賠償） 

第 18 条 甲は、 乙がこの契約に定める義務（第 10 条の場合を除く。 ）を履行しないため

損害を受けたときは、その損害の賠償を請求することができる。 

 

（土壌） 

第 19 条 甲及び乙は、この土地の土壌に関して以下の事項があることを確認するものとす

る。 

(1) この土地は、水底土砂により埋め立てられた経緯から、自然的条件が原因と類推され

る物質が存在する可能性があること。 

(2) この土地の一部は、荷置場、駐車場、工事車両置場、資材置場、倉庫用地等として使

用した履歴があること。  

(3) 甲は、この土地に対する土壌調査を実施していないこと。 

２ 乙が必要とする土壌調査を行う場合には、乙の負担によること。 

３ 乙がこの土地で、「東京都土壌汚染対策指針（平成 31 年東京都告示第 394 号）」に基

づく土壌調査を行った場合において、 この土壌調査により得られた数値が 「都民の健康

と安全を確保する環境に関する条例施行規則（平成 13 年東京都規則第 34 号）」 に定め

る処理基準を超えることが判明し、 かつ、 乙がこの土地の改変を行うに当たり、 事前に

甲と協議した場合には、 甲の定める 「臨海地域における障害物等に係る補償方針」 （以

下「補償方針」という。）に基づき算出した額を補償するものとする。 
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（地中障害物） 

第 20 条 甲及び乙は、この土地の地中に関して、コンクリートガラ等の地中障害物が埋存

する可能性があることを確認するものとする。 

２ 乙がこの土地に第８条の規定による承認を受けた建物及び工作物を建設するに当たり、

地中障害物の存在により通常の建設工事等に比して建設費用が増加したと甲が認め、 乙

が事前に甲と協議した場合には、 甲の定める補償方針に基づき算出した額を補償するも

のとする。 

 

（補償の請求期限） 

第 21 条 前２条に定める補償の乙の請求期限は、第４条第１項に定める所有権移転の日か

ら起算して５年以内とし、それ以降は、甲は一切の責めを負わないものとする。 

 

（護岸構造物） 

第 22 条 甲及び乙は、この土地に東京都所有の護岸構造物（タイロッド等）が埋設されて

いることを確認するものとする。 

２ 乙は、前項の護岸構造物の存置を無償で認めるものとする。 

３ 甲は、埋設エリアにおいて護岸構造物の点検及び補修工事等を実施する場合には、乙に

対して事前に通知するものとし、乙は、甲がこの土地に立ち入ることを認めるとともに、

その他補修工事等に係る事項について甲の協議に応じ、協力するものとする。 

４ 乙は、前項に従って甲が立ち入る際には、費用等の対価を求めないものとする。 

 

 

（私道） 

第 23 条 乙は、協定書第３条第２項に定める私道について、協定書に定めるとおり当該私

道に関する地権者との交渉は自らの責任で行うものとし、甲はかかる交渉について一切の

責任を負わないものとする。 

２ 乙は、前項に定める交渉の不調や想定外の支出を強いられたこと等による損害賠償の請

求や契約解除はできないものとする。 

３ 当該私道について、甲における問い合わせ等の窓口及び調整は東京都中央卸売市場が  

行うものとする。 

 

（地歴等の承継） 

第 24 条 乙は、この土地を第三者に譲渡するときには、第 19条、第 20 条、第 22 条及び第

23 条に定める地歴等の条項について、当該第三者に承継するものとする。 

 

（契約不適合責任免責特約） 

第 25 条 この土地の品質が契約の内容に適合しないものであることが判明した場合でも、

第 19 条第３項及び第 20 条第２項に定める補償を除き、 乙は甲に対し、 修補、 売買価額

の減額請求、損害賠償請求又は契約の解除を求めることができないものとする。 

 

（契約の費用） 

第 26 条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 
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（管轄裁判所） 

第 27 条 この契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の事務所の所在

地を管轄する地方裁判所をもって管轄裁判所とする。 

 

（疑義の決定等） 

第 28 条 この契約の各条項の解釈について疑義を生じたとき又はこの契約に定めのない事

項については、甲乙協議の上定めるものとする。 

 

（暴力団等排除に関する特約条項） 

第 29 条 暴力団等排除に関する特約条項については、別紙に定めるところによる。 

 

 甲と乙とは、本書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

      年  月  日 

 

 

      甲  東  京  都 

 

 

      乙   
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別紙 

 

暴力団等排除に関する特約条項（土地売買契約） 
 

（暴力団等排除に係る契約解除） 

第１条 甲は、乙が、東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和 62 年１月 14 日付 61 財

経庶第 922 号。以下「要綱」という。）別表１号に該当するとして、要綱に基づく排除措

置を受けた場合は、この契約を解除することができる。この場合においては、何ら催告

を要しないものとする。 

２ 乙は、前項の規定によりこの契約を解除されたときは、甲に対し、土地売買契約書第

１条の代金の 100 分の 30 に相当する額の違約金を支払わなければならない。 

３ 前項の違約金は、損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

４ 乙は、第１項の規定によりこの契約を解除されたときは、甲の受けた損害を賠償しな

ければならない。 

５ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、そ

の責めを負わないものとする。 

６ 土地売買契約書第 15 条、第 16 条及び第 17 条の規定は、第１項の規定による解除の場

合に準用する。 

 

（不当介入に関する通報報告） 

第２条 乙は、契約の履行に当たって、暴力団等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく

甲への報告及び警視庁管轄警察署（以下「管轄警察署」という。）への通報（以下「通報

報告」という。）並びに捜査上必要な協力をしなければならない。 

２ 前項の場合において、通報報告に当たっては、別に定める「不当介入通報・報告書」

を２通作成し、１通を甲に、もう１通を管轄警察署にそれぞれ提出するものとする。た

だし、緊急を要し、書面による通報報告ができないときは、その理由を告げて口頭によ

り通報報告を行うことができる。なお、この場合には、後日、遅滞なく不当介入通報・

報告書を甲及び管轄警察署に提出しなければならない。 

３ 甲は、乙が不当介入を受けたにもかかわらず、正当な理由がなく甲への報告又は管轄

警察署への通報を怠ったと認められるときは、都の契約から排除する措置を講ずること

ができる。  
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所在地（地番） 大田区東海三丁目 20 番１及び２ 

面 積（合計） 6,087.20 ㎡ 
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20 番１ 
19 番１ 18 番６ 
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大田区東海三丁目 20 番１及び２ 

事 項 立 地 予 定 地 の 現 況 等 

交  通 東京モノレール「流通センター」駅から約 1.7km 

京急バス「大田市場正門前」停留所から約 150m 

都市計画等 

 

（１）都市計画法 

   用途地域：準工業地域 

防火地域：準防火地域 

（２）建築基準法 

   建ぺい率：60％ 

容積率 ：300％ 

（３）東海三丁目地区地区計画 

地区特性に応じた市場業務環境を形成するため、建築物等の整備について制

限があります。 

東海三丁目 20番２については、東海三丁目地区地区計画に基づき、開発許可

による道路として取り扱う必要があります。 

（４）景観法 

    景観計画区域：空港臨海部景観形成重点地区 

（５）航空法 

    高度制限：T.P.+約 44～47m  

詳細は下記へお問合せください。 

【お問合せ先】 

  （建築確認事務）大田区まちづくり推進部建築審査課    電話 03-5744-1388 

（地区計画及び景観法） 

大田区まちづくり推進部建築審査課    電話 03-5744-1387 

(航空法)    国土交通省東京航空局東京空港事務所 電話 03-5757-3002 

道  路 北側：幅員 30m の道路有り 

西側：幅員 10m の道路（私道）有り 

上・下水道 （１）上水管：北側道路に有り 

（２）汚水管：北側道路に有り 

（３）雨水管：北側道路に有り 

詳細は下記へお問合せください。 

【お問合せ先】 

（給水等） 東京都水道局大田営業所                 電話 03-5767-6451 

（排水等） 東京都下水道局南部下水道事務所大田出張所  電話 03-3764-3691 
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ガ  ス 北側・西側道路に配管有り 

詳細は下記へお問合せください。 

【お問合せ先】 

東京ガスお客さまセンター        電話 0570-002211 

電  気 有り 

詳細は下記へお問合せください。 

【お問合せ先】 

東京電力エナジーパートナー株式会社       電話 0120-995-333 

水  害 

ハザード 

マ ッ プ 

 

（１）水害ハザードマップの有無 

 ア 洪水ハザードマップ         有（大田区防災ハザードマップ） 

 イ 雨水出水（内水氾濫）ハザードマップ 有（大田区防災ハザードマップ）    

 ウ 高潮ハザードマップ         有（大田区防災ハザードマップ） 

 ※イについては、水防法第15条第３項に基づいて作成されたものではありません。 

（２）水害ハザードマップに記載されている内容については今後変更される場合が

あります。また、水害ハザードマップによる浸水想定区域に指定されていない地

域においても、浸水が発生する場合があります。 

【お問合せ先】 

 大田区総務部防災危機管理課           電話 03-5744-1236 

地盤条件等 

 

（１）地盤高は、A.P.+5.9m程度（近隣の値）です。 

（２）Ｎ値50以上の層は、A.P.-37.5m付近以深（近隣の値）です。 

（３）年間地盤変動量は、令和４年から令和５年までで+1.4mm（近隣の値）です。 

（４）埋立地のしゅん功年月日は、昭和53年9月18日です。 

（５）旧海底面は、A.P.-2.4m程度です。 

（６）本件土地の南側の水陸境界線から 20m については、港湾法に基づく港湾隣接地

域に指定されており、本件土地のうち南側約 14m が港湾隣接地域の対象になりま

す。 

   この規制区域内において、1㎡につき、0.5トン以上の荷重を有する構築物を建

設する場合には、港湾管理者（知事）の許可が必要となりますので、あらかじめ東

京都港湾局港湾経営部経営課指導担当へお問い合わせください。 

  【お問合せ先】 

東京都港湾局港湾経営部経営課指導担当     電話03-5320-5551 

（７）本件土地には、東京都所有の護岸構造物（タイロッド等）が埋設されています。 

    買受者は、この護岸構造物（タイロッド等）の存置を無償で認めるものとし

ます。そのほか、この護岸構造物（タイロッド等）の取扱いについては、都と買

受者とで別途協定を締結するものとします。 
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なお、本件土地引渡し後の護岸構造物に関する窓口は、東京都港湾局臨海開発

部海上公園課管理担当となります。 

【お問合せ先】 

東京都港湾局臨海開発部海上公園課管理担当    電話03-5320-5576 

（８）本件土地に隣接する大田区東海三丁目21番は、東京都総務局が所有する都有地

ですが、工作物（花壇の縁石）の一部が本件土地内へ地積0.02㎡分越境していま

す。この工作物の取扱いに関して「大田区東海三丁目13番及び20番１に所在する

工作物の取扱いに関する覚書」を締結しておりますが、覚書の内容及び確認上の

港湾局臨海開発部の地位を買受者に承継しますので、覚書の写しを引き継ぎます。 

   なお、本件土地引渡し後のこの工作物に関する窓口は、東京都総務局総合防災

部防災計画課計画調整担当となります。 

【お問合せ先】 

東京都総務局総合防災部防災計画課計画調整担当    電話03-5388-3767 

（９）本件土地は、水底土砂により埋め立てられた経緯から、自然的条件が原因と類

推される物質が存在する可能性があります。 

本件土地の一部は、荷置場、駐車場、工事車両置場、資材置場、倉庫用地等とし

て使用した履歴があります。 

都は、本件土地に対する土壌調査を実施していません。買受者が必要とする土

壌調査を行う場合には、買受者の負担になります。 

（10）本件土地は、コンクリートガラ等の地中障害物が埋存する可能性があります。 

（11）買受者が本件土地に都の承認を受けた建物及び工作物を建設するに当たり、都

民の健康と安全を確保する環境に関する条例施行規則（平成 13 年東京都規則第 34

号）別表第 12 に定める汚染土壌処理基準を超過した土壌及び土地に埋存する地中

障害物（以下「障害物等」という。）により損害を受けた場合、事前に都と協議し

た場合には、都の補償方針（以下「補償方針」という。）に基づき補償します。 

   損害の補償は、都が埋め立てた範囲（地表面から旧海底面まで）において、障害

物等の存在により、通常の建設工事等に比して増加したと認められる費用を対象

とします。ただし、工事の中止及び工期の延伸によって生じた損失に係る経費は

補償の対象外とし、また、営業補償は行いません。 

補償額は、都の定める設計基準、積算基準、単価表、その他の資料に基づき算定

します。障害物等に起因する実損害額の全てを補償するものではありません。 

   補償の請求期限は、本件土地の引渡しの日から起算して５年以内とし、それ以

降は、都は一切の責めを負いません。  

① 土壌汚染に係る補償 

    本件土地の改変に伴って発生する土壌については、原則として敷地内での処
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理をお願いしております。やむを得ず敷地外へ搬出する場合には、事前に都と

協議し、補償範囲を確定するために必要な土壌調査を実施していただくことに

なります。 

  ② 地中障害物に係る補償 

    地中障害物について、補償方針の要件に該当し、買受者に損害が発生したと

認められる場合、その撤去及び運搬・処分に係る費用等について補償します。 

（12）本件土地は、現況のまま売却し、引き渡します。その際、フェンスを含む土地の

定着物についても買受者に引き渡しがあったものとします。都は、撤去等を行い

ません。 

なお、「立地予定地の現況等」の記載事項と現況が異なる場合、現況を優先とし、

記載の有無に関わらず、全て現況有姿による引き渡しとします。買受者の負担に

て現地の調査・確認をしてください。  

（13）本件土地は、世界測地系（測地成果2011）を使用した地積測量図により登記して

おります。 

※買受者は、本件土地を第三者に譲渡するときには、上記に記載するこの土地の現

況について、当該第三者に承継させてください。都は当該第三者に対し、一切の責

任及び負担を負いません。 

※A.P.とは、荒川工事基準面のことであり、T.P.（東京湾平均海面）-1.134m です。 

 ※地盤条件等は都の調査によるもので、あくまでも目安としてのデータです。詳細

については、買受者の負担で調査・確認をしてください。 

 

その他の重要事項説明 

本体土地は、前述のとおり、東海三丁目地区地区計画があり、北側道路沿いには、植栽帯を設け

なければならず、北側道路からの車両等の出入りの施設設計はできません。 

 西側道路は、地区計画上の地区施設のとおり、私道が整備済みですが、通行するためには、東海

三丁目地内の私道（東海三丁目 18番６及び 19番１）は、地権者での共有としていることから、共

有持分の負担が必要であり、地権者との交渉が必要です。 

私道の共有持分の売買については、各地権者の意向を踏まえて調整することが求められます。地

権者が、本体土地の土地売買契約締結前に、決定事業者と私道の共有持分に関する停止条件付売買

契約の締結を希望する場合は、停止条件付売買契約の締結を前向きにご検討いただくようお願い

いたします。ご参考として、一部地権者から提案のあった、停止条件付売買契約における停止条件

の記載案を、以下のとおりご案内いたします。 

（停止条件記載案） 

第○条（売買契約の効力） 
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１ 甲（注・売主）と乙（注・買主）は、本件売買契約につき、甲と東京都が両者間の大田区東

海三丁目２０番１及び２の各土地（以下「本件各土地」という）に関する売買契約を有効に締

結した時点で効力が生じるものとする旨を合意する。 

２ 前項にかかわらず、本件売買契約第○条、第○条、第○条・・・及び本条第３項は、本件契

約時点で効力が生じるものとする。 

３ 本件売買契約は、乙と東京都との間の本件各土地に関する売買契約が締結できないことが

確定した場合、その時点で失効するものとする。ただし、乙は、本件売買契約締結後は、いか

なる理由があっても、本件契約を解除することができない。 

 

 なお、土地売却価格には、上記共有持分の負担額は含まれておりません。 

当該私道に関する負担内容等の詳細は、東京都中央卸売市場管理部市場政策課へお問い合わせくだ

さい。 

  【お問合せ先】 

東京都中央卸売市場管理部市場政策課     電話03-5320-5725 
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関係法令等 

 

法 令 等 内  容 お問合せ先 

港 湾 法 

 港湾隣接地域において、一定の

載荷重を有する構築物を建設する

場合には、許可が必要です。 

東京都港湾局 

港湾経営部経営課 

指導担当 

電話 03(5320)5551 

航 空 法 

 建造物その他物件の設置につい

ては、東京国際空港（羽田空港）に

係る航空法上のいわゆる高度制限

があります。 

国土交通省東京航空局 

東京空港事務所 

電話 03(5757)3002 

消 防 法 

東 京 都 火 災 予 防 条 例 

 規則基準等に適合するよう施設

の設置を行うことが必要です。 

東京消防庁大森消防署 

電話 03(3766)0119 

下 水 道 法 

汚水及び雨水の処理に当たって

は、敷地内に排水設備を設ける必

要があります。 

東京都下水道局 

南部下水道事務所 

お客さまサービス課 

排水設備担当 

電話 03(5734)5043 

景 観 法 

東 京 都 景 観 条 例 

大 田 区 景 観 条 例 

一定規模以上の建築物の建築等

を行う場合には、建築確認申請の

前に届出が必要です。 

東京都都市整備局 

都市づくり政策部 

緑地景観課 

街並み景観担当 

電話 03(5388)3265 

 

大田区まちづくり推進部 

建築審査課建築指導担当 

電話 03(5744)1387 
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東京都屋外広告物条例 
屋外広告物を掲出する場合は、

許可を受ける必要があります。 

大田区都市基盤整備部 

道路課占用担当 

電話 03(5744)1723 

東 京 都 福 祉 の 

ま ち づ く り 条 例 

対象となる施設は、建築確認申

請の前に届出が必要です。 

大田区まちづくり推進部 

建築審査課建築指導担当 

電話 03(5744)1334 

東京における自然の保護 

と 回 復 に 関 す る 条 例 

（ 自 然 保 護 条 例 ） 

 

大 田 区 み ど り の 条 例 

敷地面積等の一定割合以上を緑

化することが必要です。 

東京都環境局 

自然環境部 

緑環境課指導担当 

電話 03(5388)3455 

 

大田区まちづくり推進部 

建築審査課建築指導担当 

電話 03(5744)1387 

東 京 都 駐 車 場 条 例 

対象規模以上の建築物を新築す

る際は、条例に基づく駐車施設の

附置が必要です。 

東京都都市整備局 

市街地建築部 

建築企画課建築担当 

電話 03(5388)3343 

大田区自転車等の適正利

用及び自転車等駐車場整

備 に 関 す る 条 例 

一定の面積規模を超えた対象施

設を新設する場合は、自転車駐車

場の設置が必要です。 

大田区都市基盤整備部 

都市基盤管理課 

交通安全・自転車 

総合計画担当 

電話 03(5744)1390 
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歩 道 等 乗 入 れ 施 設 

（ 自 費 出 願 工 事 ） 

施 行 に 係 る 取 扱 基 準 

歩道の切下げ位置及び幅員等に

ついて規制があります。 

なお、歩道の切下げ申請に当た

っては、道路交通に支障がないよ

う、あらかじめ道路管理者及び交

通管理者と協議を行った上で、道

路管理者に対し申請を行う必要が

あります。 

（道路管理者） 

東京都港湾局 

東京港管理事務所 

港湾道路管理課 

監察占用担当 

電話 03(5463)0224 

 

（交通管理者） 

警視庁東京湾岸警察署 

電話 03(3570)0110 

水 質 汚 濁 防 止 法 

 

大 気 汚 染 防 止 法 

 

騒 音 規 制 法 

 

振 動 規 制 法 

 

土 壌 汚 染 対 策 法 

 

都民の健康と安全を確保 

する環境に関する条例 

（ 環 境 確 保 条 例 ） 

規則基準等に適合するよう施設

の設置、操業等を行うことが必要

です。 

また、特定の施設を設置する場

合には、環境への負荷の低減の取

組及び公害対策等が必要となりま

す。 

（水質汚濁防止） 

東京都環境局自然環境部 

水環境課河川規制担当 

電話 03(5388)3494 

 

（大気汚染防止） 

東京都環境局環境改善部 

大気保全課大気担当 

電話 03(5388)3492 

 

（騒音規制・振動規制） 

大田区環境清掃部 

環境対策課 

環境調査指導担当 

電話 03(5744)1369 

 

（土壌汚染対策・環境確

保条例） 

東京都環境局環境改善部 

化学物質対策課 

土壌地下水汚染対策担当 

電話 03(5388)3495 

 

大田区環境清掃部 

環境対策課 

環境調査指導担当 

電話 03(5744)1369 
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建設工事に係る資材の 

再資源化等に関する法律 

（建設リサイクル法） 

一定規模以上の建築物の新築等

については、着工前に届出が必要

です。 

東京都都市整備局 

市街地建築部建築指導課 

電話 03(5388)3373 

 

大田区まちづくり推進部 

建築調整課建築相談担当 

電話 03(5744)1383 

建築物のエネルギー消費 

性能の向上に関する法律 

（ 建 築 物 省 エ ネ 法 ） 

床面積が一定規模以上の新築等

については、着工前に適合性判定

または届出が必要です。 

東京都都市整備局 

市街地建築部 

建築指導課設備担当 

電話 03(5388)3364 

 

大田区まちづくり推進部 

建築審査課設備審査担当 

電話 03(5744)1391 

東京都中高層建築物の 

建築に係る紛争の予防と 

調 整 に 関 す る 条 例 

 

大田区中高層建築物の 

建築に係る紛争の予防と 

調 整 に 関 す る 条 例 

高さ 10ｍを超える中高層建築物

の建築計画の場合は、建築に係る

紛争の予防と調整に関する指導を

しています。 

東京都都市整備局 

市街地建築部調整課 

建築紛争調整担当 

電話 03(5388)3377 

 

大田区まちづくり推進部 

建築調整課建築相談担当 

電話 03(5744)1383 

工 場 立 地 法 
一定規模以上の特定工場の新設

を行う場合は、届出が必要です。 

大田区環境清掃部 

環境対策課 

環境調査指導担当 

電話 03(5744)1369 

大田区廃棄物の減量及び

適正処理に関する条例 

一定規模以上の建築物について

は、建築確認の申請前に廃棄物保

管場所等について届出が必要で

す。 

大田区大森清掃事務所 

電話 03(3774)3811 

※ 上記に記載した法令等は参考資料です。計画の実現に関係する法令や諸規制等について

は、事業者の責任と負担で調査・確認してください。 
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長期事業収支計画書の作成にあたっての注意事項 

 

 公募要項の第３ ２（２）で定める提出書類のうち「長期事業収支計画書」（様式自由）（以下

「計画書」という。）は、次の点に留意し作成してください。 

 

１ 事業計画全体の期間の収支計画が分かる計画書を作成してください。開業準備開始年度から

１０年間は、１年単位の収支計画を記入してください。 

 なお、開業準備開始年度とは、市場関連施設が稼働する年度（以下「開業年度」という。）以

前の施設整備に係る諸手続を開始する年度をいうものとします。 

（１） 計画書の作成に当たり、開業準備開始年度から開業年度までの期間については、次の

項目などを設定してください。 

ア 事業費 

 設計費用、建設工事費（建築工事費、設備工事費、その他関連工事費や関連諸経費を

含みます。）、土地購入費、不動産取得費などの公租公課、開業費などの項目 

イ 資金調達 

出資金、自己資金、借入金、国庫補助金などの項目 

（２） 計画書の作成に当たり、開業年度以降の期間については、次の項目などを設定してく

ださい。 

ア 収入 

 商品売却収益、売電収益、資金運用収益などの項目 

イ 支出 

 原材料費、消耗品費、電気料金、ガス料金、水道料金、下水道料金、燃料費、廃棄物処

分費、人件費、施設定期点検・維持補修費、環境測定等に要する経費、保険料、固定資産

税等の公租公課、減価償却費、支払利息などの項目 

ウ 利益 

 税引前利益、法人税等、税引後収益などの項目 

（３） 支出額の算出に当たっての前提条件（施設稼働率、運転日数など）を記入してくださ

い。 

＜例＞ 

施設稼働率＝９０％、運転日数＝３００日/年 

また、支出額の算出の基礎を可能な限り記入してください。 

＜例＞ 

△△加工手数料（＠2,000円/キロ×1,000キロ/年＝2,000,000円/年） 

 

２ 整備・運営する施設が複数になる場合、施設ごとに本計画書を作成してください。 

 

３ 施設の整備・運営を第三者に委託等する想定であっても、第三者が実施する事業に係る計画

書を別途作成する等して、事業全体の収支計画が分かるようにしてください。 
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（様式１） 

令和  年  月  日 

 

応 募 申 込 書 

 

 

東 京 都 中 央 卸 売 市 場 長 殿 

 

 

 所在地 

 事業者名 

代表者役職氏名        印 

 

 

（事務担当者） 

所  属 

氏  名 

電  話 

Ｅメール 

 

 

「市場関連施設等用地売却公募要項（大田区東海三丁目）」の各条項を承諾のうえ、応募を申

し込みます。 

 

１ 応募者の資格要件の確認 

（１）大田市場の市場業者であること 

あてはまる□にチェックを入れてください。 

□ア 卸売業者         □オ 関連事業者の団体 

□イ 仲卸業者         □カ 知事の承認を受けた売買参加者の団体 

□ウ 仲卸業者の団体      □キ 買出人の団体 

□エ 関連事業者        □ク ア～キの業者で構成する団体 

 

（２）大田市場の市場施設の使用許可を受けていること 

使用許可を受けている住所をご記入ください。 

 

 

東京都大田区東海      丁目      番     号 
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２ 添付書類 

添付した書類の□にチェックを入れてください。 

□１ 市場施設使用許可書の写し 

□２ 宣誓書（様式２） 

□３ 法人税、消費税及び法人事業税に係る納税証明書（所管の都税事務所の発行する原本） 

□４ 印鑑証明書（原本） 

□５ 商業登記簿謄本（原本） 

□６ 事業者概要（様式自由、パンフレットでも可） 

□７ グループ構成者届出書（様式３）（グループによる応募の場合） 

 

※ 応募に関しては、１から６までの書類を必ず提出してください。 

※ グループで応募の場合は、７の書類及び全員の１から６を必ず提出してください。 

※ ３から５までの書類については、応募申込日前３か月以内に発行されたものを提出してく

ださい。  
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（様式２） 

宣 誓 書 

東 京 都 中 央 卸 売 市 場 長 殿 

 

 応募申込みに当たり、次の事項について宣誓いたします。 

 

１ 土地の売買代金及び施設建設に係る費用の支払能力を有しています。 

 

２ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項及び第２項の規定に該

当する者ではありません。 

 

３ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第８条

第２項第１号の処分を受けている団体及びその役職員又は構成員ではありません。 

 

４ 東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号）第２条第２号に規定する暴力団及

び同条第４号に規定する暴力団関係者ではありません。 

 

５ ３及び４に掲げる者から委託を受けた者並びに３及び４に掲げる者の関係団体及びその役職

員又は構成員ではありません。 

 

６ 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和６２年１月１４日付６１財経庶第９２２号）第

５条第１項に基づく排除措置期間中の者ではありません。 

 

７ 東京都競争入札参加有資格者指名停止等措置要綱（平成１８年４月１日付１７財経総第１５

４３号）に基づく指名停止期間中の者ではありません。 

 

８ 応募申込みをした日から過去１年間の法人税、消費税又は法人事業税を滞納している者では

ありません。 

 

９ 法令等を遵守し、公正で誠実な企業倫理に基づく事業活動を行います。 

 

令和  年  月  日 

 

所在地 

事業者名 

代表者役職氏名              印  
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（様式３） 

令和  年  月  日 

 

グ ル ー プ 構 成 者 届 出 書 

 

 

東 京 都 中 央 卸 売 市 場 長 殿 

 

 

「市場関連施設等用地売却公募要項（大田区東海三丁目）」に基づく大田区東海三丁目内の都

有地売却の公募に参加するにあたり、下記のとおり代表事業者を選任して応募します。 

 

記 

 

（ 代表事業者 ） 

 所在地 

 事業者名 

代表者役職氏名             印 

 

（ グル－プ構成者 ） 

 所在地 

 事業者名 

代表者役職氏名             印 

 

（ グル－プ構成者 ） 

 所在地 

 事業者名 

代表者役職氏名             印 

 

 

 

 

※個人の場合は、住所、氏名を記入してください。 
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（様式４） 

令和  年  月  日 

 

質 疑 書 

事業者名： 

所属部署： 担当者名： 

電話： Ｅメール： 

 

 

①番号 ②資料名 ③頁数 ④質問 

    

    

    

    

    

    

 

【記載要領】 

（１）共通事項 

・質疑数に応じて表の行を追加して構わないが、列の追加若しくは移動又はセルの結合を行わないこと。 

・本様式には質問のみを記載すること。 

 

（２）各欄の記載方法 

①番号  ・連番にて、質問ごとに番号を記載すること（半角アラビア数字） 

②資料名 ・質問の対象となる資料名を記載すること（例：公募要項第○ ○（○）、基本協定書第○条ほか） 

③頁数  ・質問の対象となる箇所が始まる行の行数を記載すること（半角アラビア数字） 

④質問  ・一つの質問を、一つのセルに記載すること。 

・質問は、簡潔に取りまとめて記載すること。 

・質問は、それぞれで完結するように記載すること（他の質問を参照して、内容を省略しないこと。）。 

・同一箇所を対象として複数の質問を行う場合は、内容ごとに質問を分けて、別のセルに記載すること（この場

合、それぞれの質問について①から③を省略しないこと。）。 

・複数の箇所を対象とする質問については、１回のみ記載することとして、対象箇所のうち、最も前に記載され

ている箇所を質問対象箇所とすること。 

・ある一つの主旨の質問について当てはまる対象箇所が公募要項等を通じて複数ある場合には、最も前に記載さ

れている箇所を質問対象箇所とすること。 

 

  



- 50 -                   

 

（様式５） 

令和  年  月  日 

 

提 出 書 類 チ ェ ッ ク リ ス ト 

 

１ 事業者名※１  

２ 提出書類※２ 

□事業計画提案書の概要 ＊ 

□事業計画提案書（様式６）＊ 

□運営計画の概要（様式自由）＊ 

□施設運用フロー図 

□管理体制図 

□車両の動線計画図 

□その他資料（                  ） 

□施設計画の概要（様式自由）＊ 

□施設配置図 ＊ 

□各階平面図 ＊ 

□建物完成イメージ図 ＊ 

□建設スケジュール ＊ 

□設計仕様 

□建築図面（屋根伏図、断面図、立面図、透視図 等） 

□その他資料（                  ） 

□類似施設の実績の概要（様式自由、パンフレットでも可） 

□類似施設の実績 無（無の場合、添付不要） 

□類似施設の実績 有（有の場合は、書類を添付） 

□資金計画書（様式７）＊ 

□長期事業収支計画書（様式自由）＊ 

□直近３期分の有価証券報告書又は届出書 ＊ 

□説明会の内容を理解した旨を宣誓する書面 ＊ 

※１：グループによる応募の場合は、グループの構成者全員の事業者名を記載してください。 

※２：添付する書類の□にチェックを入れてください。なお、末尾に＊マークがついた資料は提

出を必須とします。 
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（様式６） 

令和  年  月  日 

 

事 業 計 画 提 案 書 

 

 

東 京 都 中 央 卸 売 市 場 長 殿 

 

 

（応募申込者） 

所 在 地 

事業者名 

（グループによる応募の場合は代表事業者等名称） 

代表者役職・氏名        印 

 

 

（事務担当者） 

所  属 

氏  名 

電  話 

Ｅメール 

 

 

「市場関連施設等用地売却公募要項（大田区東海三丁目）」第３ ２の規定に基づき、別添の

とおり事業計画を提案いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

  

事務局使用欄 
受付年月日  

登録番号  
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（様式７） 

令和  年  月  日 

 

資 金 計 画 書 

 

１ 土地購入費の調達について 

（１）自己資本と外部借入等の金額及びその割合について記入してください。 

土地購入費総額 １００％ 

自己資金 ：   ％ 円 

外部借入 ：   ％ 円 

 その他  ：   ％ 円 

 

（２）（１）で外部借入がある場合、その内訳を記入してください。 

外部借入 １００％ 

民間金融機関 ：   ％ 円 

 借入期間 年程度 

政府系金融機関：   ％ 円 

 借入期間 年程度 

その他：   ％ 円 

 借入期間 年程度 

 

（３）外部借入を検討している金融機関名を具体的に記載してください。 

 

 

（４）その他、資金調達手法として検討している手法がある場合は、記入してください。 

 

  



- 53 -                   

 

２ 建設工事費の調達について 

（１）自己資本、補助金及び外部借入等の金額及びその割合について記入してください。 

建設工事費総額 １００％ 

自己資金 ：   ％ 円 

 補助金  ：   ％ 円 

外部借入 ：   ％ 円 

 その他  ：   ％ 円 

補助金については、算出の根拠を記入してください。 

また、国の補助制度の利用予定者は、利用できなかった場合の対応についても記入してく

ださい。 

・補助金の算出根拠 

 

・利用できなかった場合の対応 

 

 

（２）（１）で外部借入がある場合、その内訳を記入してください。 

外部借入 １００％ 

民間金融機関：   ％ 円 

 借入期間 年程度 

政府系金融機関：   ％ 円 

 借入期間 年程度 

その他：   ％ 円 

 借入期間 年程度 

 

（３）外部借入を検討している金融機関名を具体的に記載してください。 

 

 

（４）その他、資金調達手法として検討している手法がある場合は、記入してください。 
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（様式８） 

令和  年  月  日 

 

グ ル ー プ 構 成 者 変 更 届 出 書 

 

 

東 京 都 中 央 卸 売 市 場 長 殿 

 

 

所在地 

事業者名 

（グループによる応募の場合は代表事業者等名称） 

代表者役職・氏名        印 

 

 

「市場関連施設等用地売却公募要項（大田区東海三丁目）」第３ ２（６）の規定に基づき、

グループ構成者を次のとおり変更いたします。 

 

 

 グループ構成者から脱退する事業者 

事 業 者 名  

代 表 者 名  

所 在 地  

 

 

グループ構成者に追加する事業者 

事 業 者 名  

代 表 者 名  

所 在 地  

 

 

 

※新たにグループ構成者に追加する事業者について、次の書類を添付してください。 

①市場施設使用許可書の写し ②宣誓書 ③法人税、消費税及び法人事業税に係る納税証明書 

④印鑑証明書 ⑤商業登記簿謄本 ⑥事業者概要（様式自由） 

 

 


